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要 約 
 
本研究では、中山間地域を典型とする農業の生産条件が不利とされる地域に
おいて、農業生産そのものの担い手経営が成立する可能性はどの程度あるの
か、可能性があるならその条件は何か、といった農業以外の産業の振興等を謳
った政策的視点以前の課題についてはこれまで、各分析者の特定の問題意識に
基づき分析されることはあっても、多角的・実証的な分析は十分行われてこな
かったのではないかという問題意識の下、この課題への接近を試みた。  
とりわけ我が国土地利用型農業の根幹である、水田作を基幹部門とする担い
手経営を対象としてこの課題に接近することは、条件不利地域における水田作
担い手経営の育成・確保に資する農業・農村政策の検討や今後のあり方を展望
する上で重要な作業である。  
具体的には、青壮年農業専従者が存在する水田作経営を水田作担い手経営と
して定義、その成立にとって不利な条件を吟味・設定し、水田作担い手経営成
立の可能性と条件を多角的・実証的に明らかにした。  
第 1 章では、中山間地域や条件不利性に関する既往研究の検討と統計デー
タの観察を手がかりに、本研究で焦点を当てる条件不利性と分析対象地域の設
定を行った。既往研究の検討は主に、何に対してどのような条件不利性や対応
策が分析されてきたのか、すなわち条件不利性の影響対象と内容の視点から、
統計データの観察は、条件不利性の程度と農業の担い手層の厚みとの相関関係
の視点から行われた。  
焦点を当てる条件不利性には、青壮年農業専従者確保の困難性という観点か
ら「農外就業機会の近接性」、リーダーの不在・不足という観点から「過疎・
高齢化の進行」、中山間水田作経営における畦畔草刈作業の負担の大きさとい
う観点から「広範な畦畔法面の存在」が設定された。前 2 者は社会経済的不
利性、後 1 者は技術的不利性といえる。  
「農外就業機会の近接性」は、農村部における都市部とのアクセスの容易さ
を意味し、既往研究では生活条件の「有利性」としてとらえられることが多か
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った。また、産業構造調整論等の立場からとらえた場合、「農外就業機会の近
接性」には、水田作を含む農業の担い手経営の成立にとって有利となる要素も
存在している。しかし「農外就業機会の近接性」下では青壮年労働力に対する
同機会への排出圧力が強いために、青壮年農業専従者の確保を困難にするとい
う意味で、水田作担い手経営の成立にとっては条件不利となる側面があると考
えられた。その一方で「農外就業機会の近接性」は、これまで農外就業が主で
あった農家労働力が同機会の定年を機に農業専従者となる、定年後就農を容易
にするという側面もあるが、その動向の継続性には検討の余地があると考えら
れた。  
「過疎・高齢化の進行」はリーダーの不在・不足という事態をもたらし、農
業生産組織化の局面で求められる、地域としてのまとまりや合意形成の際に障
害となり得ると考えられた。つまり集落営農組織化等の農業生産組織化の局面
では条件不利性であるが、この点に焦点を当てた研究蓄積は不十分と考えられ
た。  
「広範な畦畔法面の存在」は傾斜地水田が多い中山間水田作経営において畦
畔草刈作業の負担を増大させ、それが経営面積拡大の制約要因になっていると
いう見解が一般的であった。手作業に頼る部分が大きいというその作業特性か
ら既往研究では、その外部化 (外部委託 )が有効な対応策として提示されてきた
が、そもそも地域内の農業労働力が脆弱化している中山間地域では、そうした
対応には限界がある。この場合に求められる課題は、外部化によらず技術導入
により畦畔草刈作業の省力化が図られた場合の経営的効果の検証であるが、そ
れに焦点を当てた研究蓄積自体が少ないことに加え、それら既往研究でもそう
した省力化が及ぼす経営面積や労働時間、収益性への影響という、水田作担い
手経営の成立条件を検討する上で重要な部分の検討は不十分と考えられた。  
分析対象地域は、①「農外就業機会の近接性」と中山間地域の比重の高さ、
つまり「広範な畦畔法面の存在」という本研究で焦点を当てる 3 つの条件不
利性のうち 2 つが顕著に現れた中国地域、②「過疎・高齢化の進行」、集落営
農組織が存在しない等の特徴をもつ中国地域以外の 3 地域 (福島県内 1 地域；
3 
 
大字単位、愛媛県内 2 地域；いずれも公民館区単位 )が設定された。  
 第 2 章では、設定された 3 つの条件不利性下における水田作担い手経営成
立の可能性と条件を明らかにするという課題に接近するために、本研究を構成
する課題を設定するとともに関連既往研究の検討を行った。  
 課題構成は、①「農外就業機会の近接性」下における水田作担い手経営成立
の可能性と条件については農家労働力を対象に、中核的労働力の就業選択行動
および定年後就農行動の規定要因をそれぞれ明らかにする (第 3 章・第 4 章 )、
②農業生産組織化の局面で条件不利性となる「過疎・高齢化の進行」について
は、リーダーの存在構造と農業生産組織化に対するリーダーと住民の意識レベ
ルとの関係性を明らかにする (第 5 章・同章補論 )、③「広範な畦畔法面の存
在」については、それがもたらす畦畔草刈作業の負担を軽減する、すなわち同
作業の省力化による経営的効果の観点から「担い手型」中山間集落営農組織成
立の可能性と条件を明らかにする (第 6 章・第 7 章 )、と設定された。  
以上の課題構成と関連する既往の実証研究が、農家労働力の就業行動に関す
るもの、農業生産組織化に関するもの、大規模水田作経営に関するもの、それ
ぞれについて検討された。検討の結果、本研究で焦点を当てる 3 つの条件不
利性下における水田作担い手経営成立の可能性と条件については、その重要性
にもかかわらず未検討課題が残されていると考えられた。  
 第 3 章では、「農外就業機会の近接性」下における中核的農家成立の可能性
と条件が考察された。ここで、中核的農家とは中核的労働力が農業専従者であ
る農家、中核的労働力とは成人生産年齢人口に属する農家世帯主と定義され
た。分析は、①土地利用型作物が経営内で一定の比重を占める農家を対象とし
て、②中核的労働力の就業選択行動モデルの構築と計測、③計測結果の地域間
比較により、「農外就業機会の近接性」という条件不利性が顕著に現れている
中国地域で中核的農家が成立する可能性と成立の条件を考察することで行われ
た。分析手法にはロジットモデルを用い、データは農林水産省『農業経営動向
統計』 (個票 )により得た。  
分析の結果、中国地域では、①中核的労働力に対する農外就業機会への排出
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圧力が強く、経営面積や補助金が増加しても就農への誘因は他地域ほどには高
まらないこと、したがって、②中核的農家成立の可能性は小さいが、特定作目
に一定の収入を補償する補償政策的補助金よりも主食用米から他の水田作目に
生産を誘導し、経営複合化の誘因を高める誘導政策的補助金に重点を置くこと
に成立の条件を見出せること、ただし、③中国地域は他地域と比べ、中核的農
家成立の可能性が元々低いことに加え、成立のために強化すべき誘導政策的補
助金の効果も相対的には弱い点に留意すべきこと、が明らかにされた。  
第 4 章では、「農外就業機会の近接性」下で顕著な定年後就農の動向に着目
し、定年後就農農家成立の可能性と条件が考察された。具体的には、定年後就
農行動を、所得・余暇選好のフレームワークで模式図化するとともに、定年後
就農行動は定年退職者が有する農業・農村に対する意識にも影響されるとの仮
説をたてロジットモデルにより分析を行った。データは、定年後就農の動向が
顕著な中国地域の中でも、特にそれが顕著な広島県 H 市内の 6 集落の農業経営
者を対象にしたアンケート調査を実施して得た。  
分析の結果、①家のあとつぎの同居・他出状況、農地保全の意向、農業収入
の重視度、農業経営や集落内での生活に関する負担感が、定年後就農行動に影
響していること、したがって、②そうした意識に世代間格差が存在する場合に
は、定年後就農農家が長期安定的な農業経営として成立する可能性は低いこと、
③定年後就農を容易にする「農外就業機会の近接性」下でも今後は、水田作担
い手経営の成立、すなわち水田作経営における青壮年農業専従者の確保が重要
課題となること、が明らかにされた。  
第 5 章では、「過疎・高齢化の進行」地域における農業生産組織化の可能性
と条件が考察された。具体的には、「過疎・高齢化の進行」度が異なる 3 地域
を対象として、リーダーの存在構造 (リーダー間の相互認知関係とその分布状
態の構図 )を、ソシオグラムを援用して定量的、視覚的に明らかにするととも
に、リーダーの存在構造と農業生産組織化に対するリーダーと住民の意識レベ
ルの関係性について考察した。   
 分析の結果、①過疎・高齢化が進行している地域ほどリーダーの存在構造が
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不安定であること、②リーダーの存在構造が不安定な (安定的な )地域ほど、農
業生産組織化に対するリーダーと住民の意識レベルは低い (高い )こと、したが
って、③過疎・高齢化が進行すると農業生産組織化の可能性が低下するが、そ
れはリーダーが不在、あるいは不足しているというよりも、その存在構造が不
安定なためであること、④その可能性を高めるためにはリーダーの存在構造の
安定化を図る必要があるが、⑤それはすなわち、リーダー間の強固な相互認知
関係の構築とリーダー不在の地縁組織への対応を図ることであり、この点が農
業生産組織化の条件であると同時に、⑥リーダーの育成に関する農村政策のあ
り方を検討する上で配慮されるべき課題であることが示唆されること、が明ら
かにされた。  
第 6 章では、第 7 章の「担い手型」中山間集落営農組織成立の可能性と条
件の考察に先立ち、そこで取り上げる事例組織の概要を検討するとともに、農
作業および収益構造の特徴・課題を考察し、「ぐるみ型」から「担い手型」へ
の転換に必要な条件を考察する第 7 章での分析に適した事例であること等が
確認された。  
第 7 章では、第 6 章で確認された事例組織の農作業および収益構造の特
徴・課題を踏まえて数理計画モデルを構築・計測することで、「広範な畦畔法
面の存在」により負担となっている畦畔草刈作業の省力化技術の導入効果や米
価下落、補助金制度変更という近年の経営環境変動の影響等を考慮しつつ、①
WCS 用稲の作付面積と経営面積の拡大、②補助金依存度 (補助金額 )の低下 (減
少 )、③「担い手型」中山間集落営農組織の成立、が同時に達成できる条件
が、作目・技術構成と補助金制度の観点から明らかにされた。  
第 8 章では、要約と分析結果の含意を示すとともに、残された課題につい
て整理した。  
本研究では、分析対象とする経営体を農家と集落営農組織に、分析対象とす
る条件不利性を「農外就業機会の近接性」「過疎・高齢化の進行」「広範な畦畔
法面の存在」に設定し、第 3 章、第 4 章では農業経済学、第 5 章、同章補論
では農村社会学、第 6 章、第 7 章では農業経営学の各分野の手法を援用する
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ことで、水田作担い手経営成立の可能性と条件の解明という課題に対して多角
的・実証的接近を試みた。このことにより、補助金制度・政策、農村政策、技
術開発部門・政策の各方面に対して有用な示唆を与えることができたと考えて
いる。  
同時に条件不利地域農業のあり方を巡っては近年、農業以外の産業の振興を
前提とした論調が弱くはない中で本研究は、独自の視点で水田作担い手経営成
立にとっての条件不利性をとらえ、具体的対応策を提示しつつその成立の可能
性と条件を見出したという意味で、条件不利地域の農業研究に新たな分析視点
を提供するものと考えている。  
